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重層的な環境利用 と共同利用権

　　ソ ロ モ ン 諸島マ ラ イ タ島の 事例 か ら
一

宮内　泰介

（北海道大学）

　本稿 は、ソ ロ モ ン 諸島マ ラ イ タ島を事例 と して、住民と環境との かかわ りを所有権 と利用権 の

文脈から考察 したもの で あ る 。

　調査地の マ ラ イ タ 島ア ノ ケ ロ 村住民 が 焼畑 や 野 生 植物採取 な どに 利用 して い る集落周辺 の 土 地

は、他の 村 の 住民 が 法的 に所有 して い る。こ の 土地 は も と もと複数の ク ラ ンが所有権 を主張 して

い た が 、あ る個 人 が 裁判 に よ っ て こ れ を所有す る こ と に な っ た。こ れ に は、プ ラ ン テ
ー

シ ョ ン や

商業伐採とい っ た、土 地 を舞台 に した経済活動が活発 に な っ た こ となどが背景 にあ る。

　ア ノ ケロ 村住民 は、こ の 土 地 を、焼畑、焼畑以外の 栽培植物、野 生 動物 ・野 生植物 の捕獲 ・採

取、商品作物栽培 な ど、重層的に 利用 して い る 。 そ こ で は、完全 な栽培 で も完 全 な野 生 で もな い 、

セ ミ
・ドメ ス テ ィ ケ イシ ョ ン （半栽培）が 重要な位置を 占め て い る 。 彼 らは土 地 所有権は もっ て

い ない の だ が 、 も と も とマ ラ イ タ島に お け る土 地所有が 近代的な所有権 と大 きく異な っ て い る こ

と もあ り、所有権と別個 に 共 同利用権とで もい うべ きもの を有 して い る と考え る こ とが で きる。

それ は 、 環境利用 が 重層 的 で ある こ とともか か わ っ て い る。

　しか しそ うした 共 同 利用 権 は も と も と弱 い 権 利 で あ り、今 日、人 口集 中や 商 品作物栽培 の 広が

り、それ に と もな う土 地 私有化 の 流 れ の 中で、ますます不 安定に な っ て きて い る。共 同 利用権を

保障す る こ とが、住民の 生 活 の 安 定、住 民 と環 境 との 重 層 的 な 関 係 の 安定 の た め に 、重要な意味

をも っ て い る。
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1，は じめ に

　生活環境主義 （鳥越，1997aな ど）の 指摘を待 つ まで もな く、今 日環境 につ い て考える とき、

それぞれ の 地域にお ける環境 と人との かかわ り、さら に、地域の 環境をめ ぐる 人と人との 関係 を

考察する こ とが、大事にな っ て くる 。 そ して、そ うしたかかわ りや関係が、社会的な制度として

現れ て くる とき、そ れ は所有権や利用権 とい っ た形 を取る 。 そ こ で 本稿で は、ソ ロ モ ン 諸島マ ラ

イ タ島 m を事例 に、住民 と環境 との か かわ りを、所有権と利用権 の 文脈から考察する
・12）。

　調査地で ある マ ラ イ タ島ア ノ ケ ロ 村の住民は、他村の 住民が所有 して い る集落周辺の 土地 や 環

境 を 、 焼畑や野生植物採取な ど 、 多様 な形で 利用 して い る
／／　・1　1

。 本稿で は 、そ の 土 地に つ い て 、

（1）別 の村の 住民が それ を法的に所有する ように な っ た経緯 と背景 に つ い て まず述べ 、次 い

で 、 （2）ア ノ ケ ロ 村の住民が そ の 土 地や環境を重層的 に利用 して い る さまにつ い て民族誌的 に
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図 1　 ソ ロ モ ン 諸島
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』
（3）そ して 、そ こ に は 、所有権 とは 別個に、住民の 共同利用権 とで も言 うべ きもの

が存在 して い る こ とを明 らかに し、　 （4）そ の 共 同利用 権の 変化の 様子 と今日的意義を探 る。

2．ア ノ ケロ 村概況

　ア ノ ケ ロ 村は 、ソ ロ モ ン 諸島マ ライ タ （Malaita）島北部の 、ク ワ レ エ （Kwarea）川沿岸 の 村で

ある （図1） 。 周辺 の 小 さな分村 も加 え て 30余 りの 世帯が 、SSEC （南洋伝道者教会： ソ ロ モ ン 諸

島お よ びオ
ース トラ リアに固有の キ リス ト教会派）の教会を中心に村を形成 して い る 。

マ ラ イタ

諸語の 1つ フ ァ タ レカ （Fataleka）語が中心 だが 、 1司じマ ラ イタ諸語の ク ワ ラ ア エ （Kwara’ae）語

を母語 とする者 もい る 。

　ア ノケ ロ 村は、1918年にSSEC の 布教者 （ソ ロ モ ン 諸島民）に よ っ て 誕生 した。現在の 住民 た

ちが マ ライタ島内陸部の い くつ か の 地域か らや っ て きて定着 した の は、1935年以降で ある ．
マ ラ

イ タ島の 住民 の 多くは もともと内陸部に 小 さな集落を形成 して 生活 して い たが 、20世紀に入 り、

キ リス ト教、学校、医療、西洋の 物資などを誘因と して 、多 くが 海岸部に新 しい 大 きな村を作 っ

た 。 ア ノ ケ ロ 村 もそ の 典型の 1つ で ある 。 さ らに 1940年代 にお け る マ ラ イ タ 島 の 反英 自治運動

「マ ア シ ナ ・ル
ー

ル 」の 際、ア ノ ケ ロ 村は運動の拠点の 1つ として 、さらな る移住者 を加えた大

きな村 とな っ た 。 それが 直接 には現在の ア ノケ ロ 村の 母体とな っ て い る 。

　ア ノ ケ ロ 村が た どっ た歴 史は、メ ラネシ ア の 村落地域が た どっ た典型の 1つ で あ り、以 下 で

は、こ の ア ノ ケ ロ 村の 事例 を もとに 、メ ラ ネシ ア にお ける環境利用 をめ ぐる社会関係 とその 変化

を考えた い 。
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図 2　 ア ノ ケ ロ 村 周 辺 の土 地 利 用 図

（出典） 1993 年 お よび 1995 年の 調査 よ り作成。

3．ア ノ ケロ 村 に お ける土 地所有の 歴史的経緯

3．1，土地争 い の頻発化

　ア ノ ケ ロ 村 の 住民が現 在、居住地 ある い は畑 な どに利用 して い る土地 （図2）は、もともと、

ク ワ レ エ 川の 向こ うの隣村に成員を多 くかか え る ク ラ ン （氏族＞A
／’41／（ア ノ ケ ロ 村 に成員は い

ない ）が所有権を主張 して い た土地で ある 。 後で述べ る よ うに 、マ ラ イタ島の 伝統的な土地所有

は、先祖が葬られ て い る場所をは じめ とす る各ク ラ ン に とっ て の 聖地 （タ ブ
ー
地 。 フ ァ タ レ カ語：

beu　abu ）を軸に成 り立 っ て い る の だ が 、こ こ の 土地 は、ク ラ ンA と と もに、ア ノ ケ ロ 村に 成員 が

多い ク ラ ン B も、 聖地 を有 して い ると主張 して い た 。 そもそ もマ ラ イ タ島で は 、 各ク ラ ン の 土地

の境界線はは っ きりしなか っ たため、ク ラ ンA 、B双方が聖地を持 っ て い て も不思議で はない 。

　 しか し、 現在頻発 して い る 土地をめ ぐる係争その もの が 、 白入 との接触以 前は なか っ た とされ

て い る 。 境界線が は っ きりしなくて も、と くに 問題は なか っ た の で ある
．5

 

　それが い くつ か の 原因で、土地争い が生 まれ、現在で は ソ ロ モ ン諸島中、とくに こ の マ ラ イタ

島で頻発 して い る 。 土 地争 い の 第
一

の 背景は、プ ラ ン テ ーシ ョ ン などの 経済活動 で ある。20世紀

前半まで の 土地争い は 、 主 に コ コ ヤ シ ・プラ ン テ
ー

シ ョ ン を拓こうとする外国の 会社 と住民との

間で 行われたが 、近年の ヒ地争 い は、む しろ住民同士 の 方が中心 になっ て い る。商品作物 の 担 い

手が会社から住民 に移 り、個人 で広 い コ コ ヤ シ 園な どを拓 こ うと した とき に、住民間の 土 地争 い

が起 こ る 。 また、外国企業に よ る熱帯林の商業伐採が進み 、そ の 伐採権料 （ロ イヤ ル テ ィ ） を獲

得する た め に 、 そ の 土地 の 所有が争われる こ とも増えた 。 第二 の背景は、住民の 海岸部へ の 移動
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で ある。つ まり、山間部で 焼畑 中心に行 っ て い る間は、土地争い をする必要はと くに なか っ た の

が、海岸部 に 人 口 が集中 し、しか も商品作物 の 比重が大 きくな る と、土地争い が頻発 し始めた。

3．2．裁判に よ る 土地所有

　争 い は双方 の 間で 自主的 に和解 され る場合 もある
一方、原住 民裁判所 （native・court ）に持ち込

まれ る こ とが多 くな っ た 。 native ・court （の ちlocal・court ＞は 、 イギ リス 植民地政府が 、 土地争い な

ど民事につ い て、住民自身の 自治に任せ ようとして 1942年以降各地に設置 され て い っ た もの で あ

る （Ipo，1989： 130） 。
マ ラ イ タ島で は 1954年前後か ら設置された

「6．
。 商品作物栽培の開始 とと

もに土地 の 個人所有化の 考えが住民の 問に芽生 え始め た の を受け、こ の native　coun シ ス テ ム は 、

「土地 の 個 人所有 を促進 した」　（lpo，1989： 131） とされ る 。

　 しか し native　court シ ス テ ム は必ずしもうまくい かず、土地争い は ますます頻発する ように な っ

た
。 植民地政 府は 、 こ の 問題 の 解決 の た め に、1960年代 か らLand ・Setrlement・Scheme とい う土 地

政 策を実行 した （マ ラ イタで は 1968〜1970年代初頭 に実施
，1　7 ：1 ）。こ れは、政府自身が調査 を

し、土地所有者を確定 して 、所有者、しかもで きる だけに個人に登記 させ て 、農業開発などに土

地 を有効利用で きる よ うに す る、とい う目的 を持 っ て い た
・／s ，

。 Land 　Settlement　Scheme の 背景

とな っ た ア ラ ン委員会の報告 （Allan，1957：269）に は 、 「委員会は 、 こ うした集団所有の 崩壊傾

向 をかんが み、政府は個人所有の 登場 を後押 しするべ きで ある と考える 。 すで
’
にそ の 条件は熟 し

て い る」 と書かれ て い る 。

　 こ うした流れを背景として 、ア ノ ケ ロ 村周辺 の 土地をめ ぐっ て も、ig54年、ク ラ ン A の岻 （男

性 ）と 〔ク ラ ン A で もク ラ ン Bで もない ）ク ラ ンC の Ct 氏 （男性） とが裁判
〔9 ｝

で争 うこ とに な っ

た （ク ラ ンA もク ラ ン C も、ア ノ ケ ロ 村 に メ ンバ ーは い な い ） 。 native・court に お ける裁判で は、

そ の 土地を歴史的に所有 して きた証拠 、 たとえばそ の 土地 にそ の ク ラ ン の 聖地があるか 、 そ の 土

地 につ い て の 詳 しい 伝統的知識がある か、当該者がその 土地の ク ラ ン の 正 しい 継承者か、な どが

争われ る。裁 判の 結果、Cl氏が勝利 し、　C
、
氏 は こ の 周辺 の 土地 を手に入れ る こ とになっ た 。　C1氏

は 、地域の有力者の 1人で 、戦前、植民地政府の政庁があ っ た ッ ラ ギ で コ ッ ク と して働 い て い た

ときにキ リス ト教徒にな り、マ ライタ島に戻 っ て か ら、布教活動を続け、ア ノ ケ ロ 村の 前身の 村

を作 っ た人物で ある 。 地域 の 住民の 率直な評価 は、本当に こ のあ た りの土地 が クラ ンC の 所有で

あ っ た とい うよ りも、c1 が そ の 手腕に よ っ て 裁判に勝利 した とい うもの で ある 。

　 こ こ で 注 目すべ きなの は、ア ノケ ロ村の 主要クラ ン で あるクラ ンB ももともと こ の 土地の所有

権を主張 して い た に もかか わ らず、さら に、ア ノ ケ ロ 村住民に ク ラ ン A の 者 もク ラ ン C の 者 もい

な い に もかかわ らず、彼らは ク ラ ン C の CI 氏 の側に就 い た とい う事実で ある。なぜ か 。 第
一

に 、

ア ノ ケ ロ 村住民に とっ て裁判で土地所有権を取得する こ との 意味が 当時正確に はわか らなか っ た

で あろ うと推測される 。 第二 に 、 Cl は 、村の 基礎 を築い た 人物で もあ り、ア ノ ケ ロ 村住民は 地

域の リ
ー

ダ
ー

と目 して い た 。 C1 側 に就 くこ と で 、こ の 土地の 利用へ の 保障を得 る こ とが で きる

と考えた と思われ る 。

　 同 じマ ラ イ タ島北部で 調査 を行 っ た フ レ イザー （Frazer，　1973 ：17）は 、 土地係争を native　court

で決着 させる こ との 不備 を次の ように述 べ て い る。 土 地に つ い て の知識一先祖 につ い て の知識な
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ど
一

は、日常生活上 あまり必要で は なくな っ て お り、多 くの 住民か らは消えつ つ ある 。 そ の
一
方

で 、土 地争い に勝つ ため に そうした知識が必要に な っ て きた の で 、い きお い そ れ は 自分 た ち に有

利 な よ うに再解釈 され る、と。本来具体的 な十地 との かかわ りの なか で 持 っ て い た十地へ の記

憶 、 したが っ て 、 現在意味が薄れ て い る記憶が 、現在の 利益の た め に再利用 される とい う 、 皮肉

な、そ して 土地へ の かか わ りの 実態を必ず しも反映 しな い 形に な っ た 。 そ の ため結局 、 裁判は、

発言力や裁判技術に よる部分が大 きく、裁判結果は必ず しも広 く納得 されない ままに終わる こ と

が多 い 。 住民 の多 くもそ う考えて い る 。 Land・Settlement・Scheme は、そ うした native ・court の 不備

を補 う意味 もあ っ たが 、 結局の と こ ろ うま くい かなか っ た 。 とい うの も、Land 　Se柱lement　Scheme

は、政府が任命 した係官が い ちい ちその 土地 につ い て調査をし、土地所有を確定させ る もの だ っ

たか ら、当然手間暇がかか り、とうて い 全土 で短期間に実施で きる もの で はなか っ た （実施 され

た の は国土の 0．25％ だ っ た） 。 さらに、政府の 係官にそ うした大きな権限が与 えられ る こ とは、

地域住民 の 自治 と対立す る もの で あ り、住民の 反発 もあ っ た （Larrnour，1984 ：73）。

　c
，
が所有権を取得した土地 は 、1964年 、 息子で あ る c

，
に譲渡 され 、 さら に 1965年に は また別

の ク ラ ン D （やは りこ の 地域の ク ラ ン の 1つ ） と local　co 呱 で争 っ た。　c
，
は こ れ に勝 利 し、こ の

とき正式に土地 の 登記を行う。 さ らに、1983年には 、 やは り地域 の リ
ー

ダ
ー

で ある e （ク ラ ンE。

e は 、 ア ノ ケ ロ 村 を創設 した人物の 息子で 、長 くこ の 地域の 学校の教師で あ っ た） と c
．
との 聞

で 同 じ土地をめ ぐっ て local・court で争わ れたが 、　c
、
は再び勝利する 。 ア ノ ケ ロ 村住民は再度 c

，

側 に就 い た 。 c
、
は、　 c

、
の子 として 1936年に ア ノ ケ ロ 村近隣 の F村に 生 まれ、マ ラ イタ島内の 聖書訓

練セ ン ターな どで 教育を受けたあ と、1960年か ら1990年まで 政府職員を勤め た人物で ある 。 退職

後は 、居住地 で あるF村 と、子供 たちの い る首都 ホ ニ ア ラ を往復す る 生活を し て い る 。 そ うし た

「教育を受けて い る」こ とが、c2 が 裁判に よ っ て 土地を得た原因だ と多 くの 住民 は考えて い る。

4．ア ノ ケ ロ村住 民の 重 層的 な環境利用

次 に、ア ノ ケ ロ 村 の 住民た ちが現 在こ の 土 地 で どうい う環境利用 を行 っ て い るか を、民族誌的

に叙述する 。

4．1．焼畑

　ア ノ ケ ロ 村 の 住民た ちの 環境利用 は主に4つ の カ テ ゴ リ
ー

に 分 ける こ とが で き る 。

　第
一

に 、移動焼畑耕作で ある 。 ア ノ ケ ロ 村住民 の 焼畑は 、主に 、集落 の 後背 に 控え る丘 陵地

（標高40〜120m ＞に存在 し、こ の エ リ ア の 中 を移動 して い る 。 各世帯はそ こ で 、サ ッ マ イ モ 、

タ ロ イモ
、 ヤ ム イモ

、 キ ャ ッ サ バ 、 トロ ロ ア オ イ （Hibiscu．s　manihot ）、ofenge （ル リハ ナガサ モ

ドキ属の 野菜、Pseudermthemum ）などを栽培 して い る。もともとは タ ロ イモ が 中心 だ っ たが 、

タ ロ イモ が病気によ くかか るよ うにな り
“ oJ

、 1960年代以降サ ツ マ イモ が主流に なっ て きた 。 伝

統 的 に 栽培 され て き た タ ロ イ モ 、ヤ ム イ モ な ど の
一

方 で 、 トマ ト、ネギ 、カ ラ ス ウ リ

伽 伽 弸 脇 cαc   e伽 〉、イ ン ゲ ン （Phaseolus　vulgan
’
s）など比較白撮 近の作物 も多 く混作 さ
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れ て い る 。 人 々 は、労働時間の 約30％ を こ の 焼畑 で の 仕事に費や して い る
11
 

4．2，焼畑以外の 栽培植物 と セ ミ ・ドメ ス テ ィ ケイ シ ョ ン

　第二 に、焼畑以外の 栽培植物であ る 。 サ ゴ ヤ シ （M 画 oxylon 副 α ηonen3e ）、ビ ン ロ ウ （Areσa

catechu ） 、 ガ リ （ngali ）の 木 （Canarium　s　indicum） 、
パ ン ダヌ ス （Pandanus　spp ．，タ コ ノ キ、

フ ァ タ レ カ語 ：kaufe，　momole ）、竹 （2つ の 栽培種がある 。　kao：Nastus　obtusus ，　kao　asi：Bambusa

bJumeana）な どが それ に当た る
1］2・i

。 サ ゴ ヤ シ は、ニ ュ
ー

ギ ニ ア 以西 で 髄の でん ぷ んを食用 とす

る の に対 し、ソ ロ モ ン諸島で は 、葉を屋根材 と して 使 うの み で ある 。 また、ガ リ の 木は、その

ナ ッ ツ が 食用で あ り、竹 は、kaoが調理用具 と して使 われ （しか し現在では使われ る こ とが少な

い ）、kao　asi が 壁材などに使 わ れ る 。

　こ れ らは、栽培植物 とい っ て も、焼畑 に比 べ 人間の ケ ア は少な い
。 た とえば、ガ リの 木は、一

本 本 所有者が決 まっ て い る もの の （所有者が決 まっ て い ない 野 生 の もの もある）、所有者が と

くに
「
栽 培

「「
して い る わけで はな く、 放 っ て お くわ けで ある 。 自然人類学者松井健 は 、 人間の 自

然へ の か かわ りの 中で、こ う した栽培 と野生の 中間に位置する
「「
セ ミ ・ドメ ス テ ィケ イシ ョ ン

1’

が 、人間と環境 との かかわ りの 中 で 重要な位置 を占め ると論 じて い る （松 井，1989） 。 松 井 は、

セ ミ ・ドメ ス テ ィ ケ イ シ ョ ン の 例 と して 、北 ア メ リカ ・イ ン デ ィ ア ン の ワ イ ル ド ・ラ イ ス

（Zizania　aqualica ）、日本 におけ る トチや シ イ、カ シ類やナ ラ類、西南ア ジ ア にお ける ナ ツ メ ヤ

シ （Phoenix　dactylifera）、オ セ ア ニ ア に おけ るパ ン ノ キ （／lrtocaipus　altilis＞や パ ン ダ ン ヌ ス など

を挙げ、次 の ように述べ て い る 。 「これらの例で は、人間か らの 介入が、保護や簡単な栽植や世

話に とどま り、植物の 全生活史に お い て 、人聞 の 果たす役割は限定され て い る。逆に、入間 は、

食用 、建材、燃料、加工 品とい っ た 多面的な利用 をお こない 、当該植物に依存する傾向が 強い c

人間と こ れ らの 植物の 相互関係は 、 安定して い て 持続的で あ り、 人 間の 生活の 大 きな局面が こ の

相互関係に支 えられ て い る」　（松井 ，
1989 ：45） 。

　松井 は 「当該植物に依存す る傾 向が強い 」とい うこ とをセ ミ
・

ドメ ス テ ィ ケ イ シ ョ ン の 特徴と

して考え て い る が、それは セ ミ ・ドメ ス テ ィ ケ イ シ ョ ン が生業の 中心 で あ る社会を想定 して い る

か らであろ う、，しか し、一方で、こ こ ソ ロ モ ン 諸島の よ うに、それ らが脇役で あ り、しか も重要

な脇役 で ある社会 も多 く存在する ，，

　 こ れ らの 半栽培植物は、ア ノ ケ ロ 村で は主に、集落と、焼畑に使 われ て い る丘陵との 間の 平地

に植 えられ て い る
113：1

。 こ の エ リア は、住民 に よ っ て、
’
豚 の エ リア

”
と認識 されて い る （図2参

照 ）。豚 を放 し飼 い にする エ リ ア として 設定 され た もの で 、回 りを低 い 木の柵で 囲 っ て ある 。

　 こ の 土 地の あち ら こ ち らに、上記の ような半栽培の 植物が各人 （各世帯）の 手によ っ て （ある

い は以前 の 世代 の 各人 の 手に よ っ て ）植えられ て い る の で ある 。 先に述べ た ように、こ の 土地 は

ア ノ ケ ロ 村の住民で ない c．が 所有 して い る．上地で あるが 、 そ こ の あち こ ち に、み な思 い 思 い に

有用植物 を植えて お り、それ らはそ れぞれ植えた者 （ある い はその 子孫）の 所有 とな っ て い る 。

ただ し、同 じ種の もの で も、 植えた もの と、 自生 の もの の 両方が存在する場合があ り （た とえば

ガリの 木）、さらには、植えたばか りの もの は、目立たない ため に損傷を受ける可能性があ るの

で 、植えた もの に対 して 目印が設けられ る 。 ア ノ ケ ロ 村では、そ の 目印 と して ala’ala （ク ロ トン
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ノ キ 、 Codiaern　vail
’
egatum ）の木が用 い られ て い る 。　ala

’alaの 木をかたわ らに植えて お くこ とで 、

誰かの所有物で ある こ とを示す 。 これ だけ で は誰の もの かを特定す る こ とはな い が 、村の 中で

は、たい て い 、こ れ は 誰の もの 、とい う共通認識がそ の うちにで き上が る 。

4．3．野生動物 ・野生植物の捕獲 ・採取

　第三 に 、野生動物 ・野生植物の捕獲 ・採取が あ る 。 食用と して 捕獲する 野 生 動物は、 トカ ゲ、

オポ ッ ソ ム （Phalangerorientalis）、コ ウ モ リ、い くつ か の 種類 の 鳥、それ に ツ カ ツ ク リの 卵で あ

る 。
コ ウ モ リ と鳥以 外は

、
い ずれ も 、 主 に焼畑 の 後ろに控え る天然林エ リア に生息する 。 野生植

物で は 、 まず食用に   au 〔Ficus　copiosa ）、samo （Dennstaedtia　sameensis ）、takurne （Diplaziuin

prolifeium）などがある （名前はい ずれ もフ ァ タレカ語に よる呼 び名 。 以下、特 に注記がない 限

り同 じ） 。 こ れ らは い ずれ もそ の 若い 葉が食用 になる 。 また、建材用 の 野生 植物 として は、akua

　（Pometia　pi  ata）、fata（fasaとも。　 Vitex　cot
’
assus ）、karefo （Schleinitzia　novo ．guineensis）、rufo

　（Eugellia　spp ．）、mamalade （．41angium 　」

’
avanicum ）、baule （Calophillum　kaJ

’
ewskii ）、niniu

（Gulubia　spp ．）などがあ り、ひ も材 と して は、籐 （フ ァ タ レ カ語 ：kalitau、　 Culanius　spp ．）や nini

（Donax 　cannaefbrmis ） な どが あ る 。 竹や パ ン ダ ヌ ス も、種類 に よ っ て は 野生 で あ り、 keketo

（Schizostachyum 　tesse1Jatum）と呼ば れ る野生 の 竹は建材 の
一

部 と して 、　 tara　 CPandanus　spp ．） と

呼ばれ る野生 の パ ン ダヌ ス は、か ごや ござを編むの に使われ る 。 また、現在屋根材 として サ ゴ ヤ

シ （こ れ は栽培ある い は半栽 培）の 葉 が多 く使わ れ て い るが 、以 前は野生 の la’

a （C ・ minsia

gigantea）が よ く使われ て い た とい う。 また 、 伝統生薬の た め の 各種野生植物 も重要 であ る 。 こ

れ らの 野生植物は、主に焼畑の 後ろ に控える 天然林エ リア と上記 の 豚 エ リア の 双方に存在 し、ま

た焼畑 エ リアや コ コ ヤ シ園 の 周辺 な どに も存在する 。

　大事な こ とは、第
一一

に 、こ れ らが、住民の 生 活経済に お い て 、重要な地位 を占めて い るとい う

こ とで ある。焼畑お よび焼畑以外の栽培植物が住民 の サブ シ ス テ ン ス 経済の 中心 で ある こ と に変

わ りな い が、こ れ らの
FI

脇役
1

も、危険分散の 意味を込めた多様性 をもた らして お り、大 きな役

割を果た して い る。

　第二 に重要な点は、こ れ らの 野生動物 ・
野生植物が 、完全な

’
野 生

’1
と は言えな い 点で ある 。

つ ま り、こ れ ら は 、野 生 の まま人間が 手を つ けな い
、 さらに は野生 の まま持続可能な ように環境

整備を つ づ けて い る とい うか ぎりに お い て 、ケ ア を して い る動物群 ・植物群で ある。そ の 意味

で 、こ れ ら もまた 、限 りなく野 生に近 い た ぐい の セ ミ ・ドメ ス テ ィ ケ イシ ョ ン だ と言え るだ ろ

う。

　こ れは、動植物にか ぎっ たこ とで は なく、たとえば川 もまたそうで ある 。 ア ノ ケ ロ 村の横 を流

れるク ワ レ エ 川は、住民が、洗 う、運 ぶ 、採る （魚貝類の 漁撈）、遊ぶ （子供たちの か っ こ うの

遊 び場にな っ て い る） とい っ た複合的なかかわ りを もっ て い る 自然環境 で ある 、，こ の 川 に つ い

て 、住民が 特別 日常的にケ ア をして い るわ けで は ない が、しか し、た とえば外的な理由で 川が汚

染 される とい う事態が生 じた と した ら、住民たち は 自分た ちと 川 と の ゆ る やかな関係に つ い て 再

認識する だ ろ うし、ある い は 、後で 述べ る ような川 の 利用権 に つ い て 意識する か もしれない
。 そ

うい うい くらか ゆるやか なケア をして い る と言 うこ ともで きる 。
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図3　 ア ノ ケ ロ 村 に お け る 環境利用

栽培

セ ミ・ドメス ティ

ケイショ ン （半栽

培 ）

野生

（焼畑） タロ イモ 、サ ツ マ イモ 、ヤム イモ 、各種 野菜

（焼畑外） コ コ ヤ シ 、サ ゴ ヤ シ 、ビ ン ロ ウジ ュ

・・ガ リの 木 、竹

・・
籘、akua 、　fata、　 amau 、　 takume

　こ の よ うに、人間 と自然環境との 関係は 、完全な野 生か ら完全な栽培 まで の 問の さまざまな レ

ベ ル の もの の複合で ある （図3） 。

4．4．商品作物栽培

　住民 の 環境利用 の 第四 は 、コ コ ヤ シ、カ カ オ とい っ た、比較的広 い 土地 を使 う商品作物で あ

る 。 もちろん コ コ ヤ シ は、その実の胚乳か ら調味料 として の コ コ ナ ッ ミル クを絞 っ た り、 葉軸か

らほうきを作 っ た りと、自家用用途 も大きい が、現在の よ うな住民に よる広 い コ コ ヤ シ園が誕生

した の は 、 1950年代以 降で あ る 。 住民 による コ ブラ生産量 （政府統計 にお ける
’
small 　holdeT

’＝小

規模 自作農 に よ る 生 産量 。 もう1つ の カ テ ゴ リ
ー

はプ ラ ン テ
ー

シ ョ ン 生産で ある〉は、マ ラ イタ

島全体で、1960年に595tだっ た の が 、1990年には7，549tに な っ て い る 。 カ カオ生産 は 、 主 に 1980

年代以 降に始 ま っ て い る 。 住民に よる カカオ生産量 は、マ ラ イ タ島全体で 、1980年に81tだ っ た

の が 、1988年に は 356tになっ た 〔14）
。 生 産量の増加分だけ、コ コ ヤ シ園、カカオ園が広が っ た と

考える こ とが で きる。

　 コ コ ヤ シ園や カ カ オ園は、焼畑や他の栽培植物 と競合する 。
コ コ ヤ シ園や カカ オ園は、集落 近

くの平地 に作 られ て い るが、実は 同 じ土地は 、焼畑 を開 くに も適 し た土地で ある 。 丘 陵地 に焼畑

を拓 くよ りも、む しろ現在 コ コ ヤ シ園や カカオ園があ る平地部分 の 方が 、川が運ん で くる栄養分

もあ っ て
、 生 産性が高 い

。 実際 、そ こ は 以 前は 自給用 の焼畑だ っ た 。 しか し、コ コ ヤ シ 、カ カ オ

とい う現金収入の ため の商品作物がそ こ を占領 し、畑 は遠 く丘 陵地 に 追い や ら れ る こ とに な っ た

の である 。
こ こ には、ジ ェ ン ダ

ーの 問題 も絡ん で い る よ うで ある 。 商品作物は男性が主に担 い 、

焼畑は主 に女性が担 っ て お り、
マ ラ イタ島にお い ては男性の発言権が強い ため、焼畑の方が遠 く

に行 っ て しまっ たとい う側面がある 。 それ に女性た ちは不満 を もっ て い る とい う。

5．共同利用権

5．1．住民 た ち の
’1
自由

’1
な土地利用

　と こ ろ で 、 前に 述 べ た通 り 、 ア ノ ケ ロ 村の 住民 た ちが利用 して い る 土地は 、 法的に は c
、
が 所

有 して い る 。 しか し、住民は 、 自ら所有 しない こ の 土 地 をさまざまに利用 して い る 。 自家消費用

ブ ラ ス ・アル フ ァ 程度の 経済活動 なら、所有者 c2 に い ち い ち許可 を得 る必 要はない
。 ただ しそ
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れ は対象に よ っ て 多少違 っ て くる．まとめ る と以下の よ うに なる 。

（1）焼畑は 自由で あ り、焼畑の 生 産物はすべ て 生産者の 所有 とな る 。 焼畑 エ リア 内な らば、

　新 しく焼畑を拓 くとき、い ちい ち所有者 に許可を得 る必要は な い IIS・’
　

。 た だ し、焼畑 エ リ

　 ア を超 えて、た とえば後背の森 （天然林）へ 畑を広げる こ とは許 され ない （図2参照 ）。

（2）食用 （自家用）の 野生植物、野生動物の 採取は自由であ る 。

（3）薪用の 木材採取 は自由である 。

（4）建材用 の 木を切る 時は、所有者に許可 を得る必要がある 。 チ ェ
ーン ソ ーなどで 自家用に

　小規模 に伐採するの は 、 許可を得る必要が ある が、現在の と こ ろそれは問題 なく許可 され

　 て い る。もっ とも、許可が必要な の は、akua （Pometia　pinfiata） とか fasa（Vitex・cofassus ）

　 とか い っ た太い 木の 場合で 、ひ も用の 籐や nini （Donax 　cannael
’

ormis ）な どを採取する場合

　 は 自由 で ある 。

（5）有用植物 （竹 、 サ ゴ ヤ シ 、ビ ン ロ ウ ジュ 、キ ン マ
、

ガ リの 木など〉を植 える の は 自由 。

　 植えた者の 所有 になり、その 者が死 ね ば 、子供 な ど財 産継承者の もの に な る。

（6）カ カオや コ ブ ラ用の コ コ ヤ シ の植林の ため に新たな土地 を利用 する 場合に は 、所有者 c2

　 の 許可が必要で ある 。 拓 い て よい 土地 と駄 目な土地がある 。 現在 c
ユ
は 、 現状以上 に コ コ ヤ

　 シ畑が広が る こ とは許可 しない 態度を と っ て い る 。

（7）住民が 自生植物 ・自生樹木を商業用 に採取 ・伐採する こ とはで きな い
。 た とえばソ ロ モ

　 ン諸島で は籐家具生産用に籐が伐採され て い るが、c
。
の 土地で 住民が籐 を採取 して 籐家具

　 生 産者に売 る こ とは許され ない 。

（8＞新た に集落 ・居住地を拓 くときは所有者 の 許可が必要で ある 。 現在の 集落の 中 に新 しい

　 家 を建て る場合は問題が ない が 、分村な どの形で 、新しい 集落 を拓 く場合は、所有者に許

　 可 を もらわ なければ なら ない
。

　この ように、大 きな木を切 る場合や新たに コ コ ヤ シ畑を拓 くと きは許可が必要 で あ り、また、

商業用の採取 ・伐採などを住民が 行 うこ とは許されない が 、それ 以外 の 経済活動 、
と くに 自給用

の生産活動なら、い ちい ち所有者に利用 の 許可 を得る必要はない
。 みずか らが所有 して い ない 七

地で 比較的
「
噛 由

”
に生業活動 を行 っ て い る の である L．こ れ は どうい うこ とか ？

　 こ れ は、主に3つ の こ とが折 り重な っ て い る［／

　まず第
一

に、マ ラ イタ島諸民族に おける もともとの 土地所有が 、近代法上 の所有 とはずい ぶ ん

違うもの で あ り、しか も所有とは別個に 、共同利用権 とで もい うべ きもの が存在して い るとい う

こ とがある 。 そ して第二 に 、海岸部へ の移住 ・集中が ある。ア ノ ケ ロ 村の住民は、内陸部か らの

移住者たちで あ り、 自分たちが も と もと所有 ない し利用 して い た土 地から離れて い る の で ある 。

そ して 海岸部は相対的に人口過密 とな り、土地利用がお互 い かち合うこ とが多くな っ た （ア ノ ケ

ロ 村の あるマ ラ イタ島北部の 海岸部は、ソ ロ モ ン諸島の村落部の 中で も っ とも人 口過密 な と こ ろ

で ある） 。 第三 に、土地 の個人所有化の流れ で あ る。こ れは、個 人 （世帯）に よ る商品作物 して

の コ コ ヤ シ園の広が りな ど、個人 （世帯）単位で
一

定の広 い 土地が必要にな っ て きた こ と、さら
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に は先に見た ように 、それ を政府の 土地 政策が後押 しして きた こ とが背景にある 。 こ れ らの こ と

が折 り重 な っ て 、 現在 、 c，個人が所有 して い る土地をア ノ ケ ロ 村住民 が利用 して い る、とい う

形が で きあが っ て い る 。

　こ こ で大事な の は第
一

の 点な の で 、こ の点 を中心 に もう少 し考察 した い 。

5．2．マ ラ イタ島に お け る 「所有」と共同利用権

　 フ ァ タ レ カ の 隣 の 言語 グ ル
ー

プで あ るバ イグ （Baegu）を調査 した ロ ス （Ross ， 1973：159）に

よ れ ば
、 「バ イグの 土地所有の根本 は、聖 なる森、つ まり先祖が葬られ て い る森 、 ある い は （そ

れ よりは重要度が低 い が ）昔の 集落があ っ て 誰か の 木が まだ生 えて い る森にある 。　（中略）所有

権や 利用権は 、
こ うした 中心か ら離れれ ば離れる だけ薄れて い くが、本当の 境界線は存在 しな

い 」 c 各ク ラ ンが 、自分たちの 先祖 と土地 をめ ぐる起源伝承と歴 史を有 して お り、それが土地を

領有する こ とと分 かちが た く結びつ い て い る 。 そ して 、あ くまで クラ ン の 個 別 の メ ン バ ー
で は な

くク ラ ン 全体が 「所有」する もの で ある。そ もそ もク ラ ン の 名前 とそ の ク ラ ン の 「所有」する止

地の名前は
．
緒 なの で ある。こ れ はバ イグや フ ァ タ レ カ だけで な く、マ ラ イ タ島の 諸民族 に おけ

る
’「
土 地所有

”
の 伝統で ある ．

　近代法に おける所有権と は、　「自由に そ の 所有物の 使用、収益 お よ び処分 を為す権利」　（日本

の民法第206条に よる）で あ る 。
つ ま り、対象 （こ こ で は 土地 ）を排他的に利用 した り自由に処

分 した りで き る絶対的な権限 を有 して い る の が近代法の 所有権で ある 。
マ ライタ島の 「土 地所

有」は 、そ うした近代法上 の 「所有」 とはずい ぶ ん 違う。 そ もそ も、　「土地所有」にあた る言葉

は な く、 今 日 「所有 （権）」 につ い て語 られ る場合、マ ラ イタ島で は、ピジ ン ・イ ン グ リ ッ シ ュ

（ソ ロ モ ン 諸島の 共通 語）の 「onem 」　 （英語の own か ら来て い る〉が使わ れる 。

　もうひ とつ 大事な こ とは、所有権 と利用権 とが独立 して い る とい うこ とで ある 。 今 日 ア ノ ケ ロ

村で 、 十地所有者で ない 住民が畑 を拓 い た り、有用植物を植え た りして い る の は、何 も今に始

まっ た こ とで はな く、彼 らが 内陸部に住ん で い た ときか らの
1’
伝統

1

だ っ た。土地所有者 と土 地

利用者が
一

致する 割合は、内陸部に住 んで い た ときの 方が多か っ たが 、そ の時で さえ、所有者で

な い ク ラ ン の 者 （嫁 い で きた女性 も こ れ に 含ま れ る ）が そ の 土 地 を利用する こ とは 可能だ っ た

し、所有者は 「習慣上 そ れ を許さなけれ ば ならない 」とい う社会的な ∫解があ っ た （Ross ，
　1973：

163）
［］6）

。
ロ ス （Ross，1973）は 、 父方ある い は母方の 親族関係にある ときに こ の 利用権をもつ

こ とが で きる と して い る が 、私の 見聞の 範囲で は、そ うした親族 関係が基 本に置かれ る とは言

え、それが絶対に必要とい うもの ではな い
。 そ の 土地に住ん で利用 して い る者 には基本的に利用

権が認め られ て きた 。 マ ラ イタ島の L地所有は、近代法における所有の ような、処分権を中心 と

した絶対的な権限で はな く、利用権が別に 存在 して い る の で ある 。

　こ の 利用権は、利用者一人一
人が 十地所有者 と契約を交わ して得る とい うた ぐい の もの で はな

く、そ の 土地を利用 して きた人 々 や新た に利用 した い と考え る 人々 が、所有者の ゆ る やかな許可

と管理 の も とに （場合 に よ っ て は無視の もとに）、地域住民 が全体 として もつ 利用 の権利で あ

り、そ の 意味で 「共同利用権 （collective ・usufruct ）」 とで もい うべ き もの で ある 〔］7〕
。 法的に認

め られた、近代法上 の確固た る 「権利」で は な く、地域社会の 中で ゆ る や か な形で 認知され て い
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図 4　共 同 利用権 と セ ミ ・ドメ ス テ ィ ケイショ ン

オープン ア ク セ ス ← 一
冥誦 藤

一 一一 レ （排他的 ）所有

　　　 　　 セ ミ
・ドメ ス テ ィ ケイ シ ョ ン （半栽培）

野生 く1− 一一一一一一一一一 一 一一一一一一一 一レ 　 栽培

る く権利〉 で ある 〔18）
。　「ゆ るやかな形で」 とい うの は、つ まり、確固 た る もの 、侵 さざる べ き

もの として 誰もが認め て い るの で はなく、場合に よっ て は認め ない こともある 、 あ るい は、認め

な い 者もある とい っ た意味で あ る 。

5．3．オープン ア ク セ ス ・共同利用権 ・私的所有

　もう少 し広 い 見地か らこ の こ とを考えて み よ う。 人間の 自然環境 へ の継続的なかかわ り、 すな

わ ち所有 一管理一利用の あ りよ うは 、 大 きく3つ の カテ ゴ リ
ー

に分ける こ とが で きるだろ う。

オ
ー

プ ン ア クセ ス （open 　access ）、共同利用権、排他的私的所有の 3つ がそれで ある
1］9 ／

。 オ
ー

プ

ン ア クセ ス は、地球上 の 誰 もが 自由に利用で きる土地 ・環境で ある 。 排他的私的所有は、権利者

以外の 者に
一

切の 権利を認めない 所有で ある 。しか し、完全な オープ ン ア クセ ス も完全 な私的所

有 も実際に は存在しない 。 オ ープ ン ア ク セ ス と思 われ て い て も、現実には特定の グ ル
ープが継続

して利用 して い る場合が 多い で あろ うし、私的所有の 空 間で も、実際に は他人がな に が しかそれ

を利用 して い た り、発言権を もっ て い た りす る もの で あ る 。 近代法は、私的所有か そ うで ない か

とい う二分法で もの を考える が、私たちは 、 真ん 中の 共同利用権 を軸に見た方が よ い 。 そ の 上

で 、オ
ー

プ ン ア ク セ ス 的色彩が強 い 事例、所有の色彩が 強い 事例 （ある い は強 くな っ た事例） 、

とい う形で 見て い っ た方が 生産的だ ろ うと思 われる 。

　こ の共同利用権は、先 に触れた セ ミ ・
ドメ ス テ ィ ケイ シ ョ ン と並行の 関係 に ある （図4）。人

間 と自然の 間の セ ミ ・ドメ ス テ ィ ケ イシ ョ ン （半栽培）的 なかかわ りは 、実は排他的な所有に な

じまない 。ア ノ ケ ロ 村 の 例で見た よ うに、住民は、周辺 の 土地 の あ ちら こ ちらに （あちら こ ちら

の 生態に合わせ て）有用植物を植えた り、あちら こちらの有用野生植物を利用 した りして い る 。

こ うした重層的な土地利用、パ ッ チ ワ
ー

ク的な土地利用 は 、

一
定区画を各個人 （各世帯）が囲 い

込む形よ りも、 集団で全体に利用権 をもつ 、とい う形 の 方が合理的で ある 。 完全な野生 も、完全

な栽培 も存在しない とい うこ とが 、完全 な オープ ン ア クセ ス も完全な所有 もない とい うこ とと対

応 して い る  
。

　 とこ ろで 、共同利用権 を軸に 見た場合、マ ラ イ タ島に お ける土地所有 （権）と は逆に何 なの だ

ろ うか ？

　ア ノ ケ ロ 村の 場合、土地所有者 c2 は、 「土 地管理者 と して の義務があ る」 と住民に認識 され

て い る 。 ある住民は 「c
，
は この 土 地 をうまく管理 して い る 。 た とえば販売用の 有用植物の 伐採

を禁 じて い る こ とは よ い こ とだ」 と言っ た 。 別の ある住民は もう少 し批判的で 、 「c
、
は こ の 土

地 をち ゃ ん と管理 して い な い 。だか ら木が どん どんなくなっ て い る 。c2 は家にい る ばか りで ち ゃ
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ん と森を歩 く こ とを しな い 」 と言う。 共同利用権 を軸 に見た場合、土地所有者は 、土 地管理者 と

して 認識され て い る の で ある 。 こ れは、伝統的に 土地が 、 「所有」 した り 「処分」 した りする対

象で はな く、各クラ ン の 起 源伝承や歴史 と不 可分な、絶対的存在で ある こ と と符合 して い る 。

6．不安定化 する共同利用権

　もちろん、もともとの 「⊥地所有」がそ の ような もの であ り、共同利用権が 社会的に存在して

きた とい っ て も、 それは常 に安定的で あ っ たわけで もな い
。 今日、近代法的 な所有が広が り、し

か も、海岸部へ 人凵が集中 した上 に、商品作物の ために広 い 土地が必 要とな っ たため （コ コ ヤ シ

や カ カ オ の 栽培は、土地 を諸個人がパ ッ チ ワ
ー

ク的に利用する形態で はな く、面 として利用する

形態 に な る）、共同利用権はい っ そ う不安定 な様相 を呈 して い る。

　た とえば、c2 は
一

度 （1995年）、自分の 所有する 土地で 建材 と して 大 きな木を切る場合に は 1

本あた り20r｝ソ ロ モ ン ・ドル を払わ なけれ ばな ら な い と宣言 した こ とがある 。 こ れはそ の あ とで

撤回 され る の で あ る が 、ア ノ ケ ロ 村 の 人 々 に動揺を もた ら した 。 そ うしたなか で 、 ア ノ ケ ロ 村住

民の あ る ク ラ ン の住民 た ち の 中には、生 活の 安定の ため に、集落周辺 の 土地 を c
，
か ら買お うか

とい う話 も出 て い る （十分 なお金がない ため昇体的な話に まで はなっ て い ない ）。 別の 複数の 家

族は
、 実際に

一
部の上地 をc

．
か ら購入 した 。 1つ の 家族は 、現 在の 居住地 の 同 りの 土地を、もう

1つ の家族 は、ク ワ レ エ 川沿 い の 土地を購入 した 。 後者の 十地に は、購入前 に他 の 人が植えた コ

コ ヤ シな どが あ り、現在の と こ ろ、購入 した家族が手 を加える こ とは で きな い 〔とそ の 家族自身

が認識 して い る）。 こ れは共同利用権が生 きて い る とい うこ とで ある 。 しか し、
こ れ も 「い ずれ

は 取 り除 きた い 」 と こ の 家族の 男性は言 っ て い る 。

　私の 印象で は、c
．
は、住 民の 動向に注意 して お り、所有者だか らとい っ て勝手な行動 に出る

の を控えて い る 。 そ の こ と は 地域住民に 評価され て い る 。 しか し、c。の 子供たち （ほ とん ど は

ホ ニ ア ラ に居住）の 世代にな っ た ときそれが い っ そ う不安定 に な る こ とを住民 は恐 れて い る 。

　こ の ような共同利用権の 不安定化が 、
い っ そう±地私有化へ の 動きを招き、そ して それが また

共同利用権 の 不安定化 を もた ら して い る 、， それは さらなる十地争 い に もつ なが っ て い る 。

7，共 同利用権の 今 日的意義

　不安定になっ て きて い る とは い え、そ うした共同利用権が今 日生 きて い る こ とは重要である 。

　共同利用権が 大事な第
一

の 理 由は
、 それが住民の 生活の ため に必須だか らで ある 。 住民自身の

生 活経済に と っ て 大事な の は 、国全体 の経 済で は な く 、 世帯単位 、地域単位 で 生活 の 保 障

（livelihood　security ）　（Chambers，1992；216）が実現 される こ とで ある 。 こ こ で い う
11

生活の保

障 ：に は 、安定的 な自給生産 、 そ の ため の 共同利用権の保障、相互 扶助の 存在、安定的な現金収

入な どが 含まれる 。 ソ ロ モ ン諸島の 村落地域で は、もち ろ ん今日現金収入が大事に な っ て い る の
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で ある が 、それ は 一方で 自給生産 が安定的 で あ っ て初 め て意味 をもっ て くる 。 そ の 自給生産が継

続的に安定的で ある ため に も、また市場向けの 商品作物 を継続的に栽培で きる た め に も、共同利

用権の 安定は決定的 な意味 をもっ て い る．

　共同利用権が重要な第二 の理由は、人間と環境 との 関係の 質にかかわ っ て い る 。 本来両者の か

かわ りは、多様で重層的である 。 本稿で半栽培 （セ ミ ・ドメ ス テ ィ ケイ シ ョ ン ）と共同利用権の

関係に つ い て見た ように 、人間と環境 との多様で ゆ る や かな （しか し生存 に かかわる）関係は、

近代法的な所有に は な じまず、共同利用権的なかかわ り （それには もちろん さまざまな幅がある

だ ろ うが〉が対応 して い る 。 こ れは、日本 に お い て 、住民 と川、住民 と森 とい っ た関係 を考える

際に も当て は まる だろ う。

　 しか し現状で は、共同利用権は あい まい な権利で あ り、そ れ を保障する もの は な く、ある種の

ゆ る やか な社会的規範と力関係で成 り立 っ て い る 。 共同利用権は 、 た い て い の場合弱者の権利で

ある 11］｝
。 近代法や外か らの 開発 によ っ て 、それ は簡単に崩 される危険をもつ

。

　広 く発展途上 国で見 られる ように 、 実際にそ の 土地 で暮 らして い る の に そ の 土地 に住み つ づ け

られ る保障が ない 都市ス ク オ ッ ター （squatter ．「不法占拠者」）の 存在や、実際にその 森を利用

して い るの にそ の権利が保障 され て い な い 住民の存在を考える とき、私たちが考えなければな ら

な い ポイ ン トは、
”
その 土地 ・環境に 実際に かかわ っ て い る 人た ちの 権利を保障する シ ス テ ム 作

り
IP

だろ う C’？）。
”
保障

1

に は、法的な保障や 政策として の保障も大事で ある が 、
一

方、住民自身

が保障へ 向け て 自分た ちをエ ンパ ワ ーする こ とが 軸に な る 。 重要 な の は、所有者を保障す る の で

は な く、利用者、しか もさまざまな レベ ル の 利用者を、その 利用 の 程度 と質に応 じて 保障す る シ

ス テ ム が必要だ とい うこ とで ある 。　 「所有」に比べ 、 「利用」や 「かかわ り」 とい う、自然環境

との い くらかあい まい な関係は、こ れまで文書化 され る こ とが少な く、そ の ため、政策か らも無

視 な い し排除され て きた 。 NGO や研究者は 、 住民 ととも に こ れ を明 らか に し、 権利を主 張する

役割を演 じる こ とが で きる 。

注

（1＞ソ ロ モ ン 諸島 は 、 南 西太平洋 に位置す る 人 口 43万人 （1997年7月現在の 推定値）の 独立 国 。 1978年 に イ

　 ギ リス よ り独 立。住 民 の 93％ は メ ラ ネ シ ア 系．
マ ラ イ タ 島は その 主 要な島の 1つ

。

（2）本稿 は、1993年7〜8月、1995年7〜8月、1996年7〜8月、ア ノ ケ ロ 村 に 滞在 して 行 っ た現地調査 を もと

　 に して い る 。

（3＞ こ こ で ア ノ ケロ 「村」 とい う場合、それ は集落その もの を指 して い る。ソ ロ モ ン諸島の 場 合、行政 村

　 とい う考え方は な く、また 、村 と村 の 境界線 と い う考え方は な い
。

（4＞マ ラ イ タ島にお け る ク ラ ン （氏族）は、同
一

の 祖先 を有す る と信 じる父系の 親族集団で あ る 。

（5） こ れ は、Allan （1957：206）、Ipo （1989：130）な どで 論 じられ て い る だ けで なく、私白身、調査 の 中で

　 住民か らよ く聞 く とこ ろ で あ る 。

（6）　MalaitaハJewsietter，　April　1954，　p．1．

（7）Ross （1973 ：158）；Malaitfi　Ne 　wsietter ，6August，1973，　p．6．

（8）Land 　Settlement　Scheme につ い て は、　 Larmour （1984）が もっ と も よ くま と ま っ て い る 。 そ の ほ か、ソ

　 ロ モ ン 諸島の 土 地 政 策 につ い て は、Schefner （1971）．Larm 。ur 　cd ．〔1979），Ipo （1989）な ど を参照 。

137

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association for Environmental Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　for 　Environmental 　Sooiology

宮 内 ：重 層 的な環境 利用 と共同利用権

（9） こ の 時の 裁判 は 、植民 地 政 府 に任命 され た 地 区 長 （Headman ）が 裁定す る もの だ っ た 。

（lo） こ れ は メ ラ ネ シ ア 全体 の 傾 向で あ る。

（11）1993年に行 っ た労働時 間調査 よ り、， 労働時間配分お よ び焼畑 で 栽培 され て い る作物 の 詳細 につ い て は

　宮内泰介 （1995） を参照 され たい
。

（12＞学名の 同定 に つ い て は Hendcrson・and ・Hancock （1988 ）な ど を参考 に した。以 F伺 じ。

（13）実 は こ の エ リア の 土地利用は 、c．の 意向が働 い て、1997年以降変化 し、一
部 を豚 の エ リア と して残 し

　 た 他 は、焼 畑 に利 用 され る よ う にな っ た。本 稿 の 記 述 は、私 が調 査 を始 め た 1992年 か ら1996年 まで の 状

　況で ある。

（14）Statistics　Office 〔Solomon　Islands），n．　d．：Statistics　Oftlce 〔Solomon　ls且ands ），　StatisticaJ　Bu〃etin，各号 。

　 プ ラ ン テ
ー．t一

シ ョ ン に よる 生 産は、コ コ ヤ シ の 場合、逆 に 年 を追 っ て 減少、カ カ オ の 場合は も と もと多 く

　 な か っ た ．

（15）他の 世帯 との 間で 、焼畑の た め の 土地 をめ ぐっ て 争 わ れ る こ とは な く、した が っ て と くに優先順 位 は

　ない 。

（16）あ る ア ノ ケ ロ 村住民 は、 「他の ク ラ ン の 土 地 に畑 を作 っ た り木 を植えた りす る こ とは、以 前 は もっ と

　柔軟だっ た 。 土 地争い もな か っ た u

’devetopment’が なか ・
） た か ら だ」 と語っ た 、、

（17）同様 の 権利を指 して 、熊本
一一
規 （1995） は 「総有」、鳥越皓之 （1997a：65−79）は 「共同占有権」、

　 秋 道智彌 （1995 ） は 「な わ ば り」 とい う言葉 を使 っ て い る 。　「環 境社会 学 研 究』 3 （1997 ）の 特集や

　McCay 　and 　Acheson　eds ．（1987），　Ostrom （1990）　 ，多辺 円政弘 （1990），Bromley　ed．（1992），井上真

　 （1995） に 見 られ る よ うに 、こ う した 地域住 民 に よ る 環境や 土 地 の 共 同管理 につ い て 、現 在、 「コ モ ン

　 ズ」　（the 　commons ） とい うキ
ー

ワ
ー

ドを使 っ て議論 され て い る。私 もそ うした 議論 に 示唆を受け なが ら

　本稿 を書 い た。

（18＞ 凵本の 漁業権は 海 に つ い て の こ うした 共 同利用権が法的 に 認め られ て い る 数少 ない 例で あ る。凵 本の

　漁業権が、世 界的 に 見 て珍し く強 く、法的 に も認め られ て い る の は、私見で は、 （1）江戸期以 降の 商業

　漁業 の い ち じる しい 発達 とそ れ に とも な う漁場争い が あっ た こ と、　 （2） 円本 の 資本主義的発展の 軸 と し

　 て 漁業 を重視 した 明治政府の 意向、　 （3）海 に は所有関係がない た め に利用権を認め や すい こ と、などが

　背景 とな っ て い る と思 われ る 。 なお、漁業権の 本質お よ び 現代 的 意味 につ い て は 、浜 本幸生 監 修 （1996）

　 が示唆 に 富 む。

（19） こ の 3つ に 国 家所有を加え、4つ の カ テ ゴ リ
ー

を設定する考え方もある （McCay 　and 　Acheson　eds ．．　1987；

　井上 真．1997 な ど）、，しか し、国 家 の か か わ りや 介入 は 、こ の 3つ の カ テ ゴ リ
ー

そ れ ぞ れ に 対 して あ り

　うる （国 家が 私 的所有を促進 な い し保障する、ある い は、国家が 共 同 利用 を排除 して オープ ン ア クセ ス

　 にす る な ど） の で、こ こ で は、別 の 次 元 の もの と考 え て お き た い
。

〔20）菅豊 （1994）は、昭和初期 の 茨 城県牛久市新地 で の 事例 を も とに、日本の 1
．
水辺」 の 土 地に お い て 、

　低地 に 行 くほ ど、複合的な生業が盛 ん に なる と同時に、所有権があい まい に なるか、あ る い は所有者 と

　利 用 者 と の ず れ が 出 て くる こ と を明 ら か に して い る 。また 、藤 村美穂 （1996 ） は、琵 琶 湖 北 端 の 農村 を

　事例 に、法 で 所有権が確立 して い る⊥ 地 で も、　「私有」に は杜会的な規制が あ り、 「私有」の濃淡は、

　 そ こ で行 わ れ る 生 業 活 動 の 種 類 と程 度 に よ っ て 決 まる と論 じて い る。ま た、嘉 田 由紀 子 （1997） は 、滋

　賀県 の 余呉湖を 事例 に、同
・
の 場所 に お い て 複数 の 資源利用の タ イ プが 重層的 に折 り重 な っ て お り、そ

　うした 「
’1
重層的資源利用

”
で は 自然生 態系 の 都合に あわ せ て 人が 利用原則 を変 え て い く」、とい う重要

　 な指摘 を して い る。

〔21＞ 烏越皓之 （1997b） は、日本の ム ラ の 共有地 に つ い て 、 「ム ラ構成員の 生産・生活 Eの 物資の 補填」

　 の 機能に 加えて 、　 「「弱者生活権』 とい う機能が あ る 」 とい う重要な指摘 を して い る。

〔22）マ イ ア （Maia，］995）が あげる次 の 例 は、共 同 利 用 権 の 保障 の 好例 で ある。ブ ラ ジル 北 東部ペ ル ナ ン
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ブーコ （PernarnbUCQ）州 の 首都 レ シ フ ィ （Re ¢ ife）で は、人 口 の 60％ をス ク オ ッ タ
ーが 占め て い る が 、住

民 自身 の 組織化 と民主政府の 樹立の 成果から、】983年、ス タ オ ッ タ
ー

の 地域が ゼ イス 〔Zeis： Zonas

Especiais　de　lnteresse　Socia】＝Special　Zone 　of　Social　lnterest） と い う特別 ゾ
ー

ン に指定 さ れ、さ ら に プ レ ゼ

イス （Prezeis）とい う規則 が 1987年 に制
’
定さ れ た。こ の 規則の 主眼 は、　「不 法 に占拠 して い る上 地 に対

する住民 の 権利主 張 を公的に 認め た こ と に ある」　（Maia，1995：179＞　 ，，
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付記

　1997年6月の 環境社会学会第15回セ ミナー （松［．［1大学）で 本稿 の 元 に な る 発表を行 っ た 際、古川彰氏 （中

京大学）か ら 「半栽培 の 存在 が鍵 に な る の で は」 とい う指摘 を受 けた 。 そ れ が 本稿 を書 く上 で 大 きな ヒ ン ト

と なっ た 。 さら に古川氏 に は、その 後関連文献も紹介 して い た だ い た 。 また、細川弘明氏 （佐賀大学〉お よ

び 匿名 の 査読者の 方 々 に は 、数々 の 有益 な コ メ ン トをい た だ き、本稿 を改善す る こ とが で き た 。

　 なお 、1995年、1996年の 調査 に 際 して、福井県大学等学術振興基金か ら研究助成をい ただい た。

　記 して感謝 します 。

　　　　　　　　　（み や うち ・た い すけ）

1998年2月 10目 受理 、1998年6月6日掲載決定
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          MIXED  USE  OF  ENVIRONMENT

          AND  COLLECTIVE  USUFRUCT

A  CASE  STUDY  IN MALAITA,  SOLOMON  ISLANDS

MIYAUCHI  Taisuke

                 Faculty of  Letters

             HOKKAIDO  UNIVERSITY

Kita 10 Higashi 7, Kita-ku, Sapporo, Hokkaido, 060-0810, JAPAN

    This paper studies  the rural Solomon Islanders' interaction with  the environment,

their land ownership  and  usage  rights.

      In Anokelo village,  North Malaita, Solomon Islands, the  residents  use  the

environment  around  the settlements  fbr shifting  cultivation,  collecting  wild  plants or

small  animals  and  cash  crops  production such  as  coconuts  and  cacao.  However,  this

land is owned  by a man  who  lives in another  village  near  by Anokelo.

    The  landowner won  the land in the native  court  in 1954. He  won  the land due to

the  British colonial  government's  encouragement  of  iand registration  and

personalization of  land ownership.  The  Anokelo vi11agers  use  the land, however, mostly

without  any  special  permission from the owner,  except  in cases  of  cutting  big trees for

house building and  expanding  coconut  gardens. They  have 
`collective

 usufruct'.

Traditionally the land is regarded  as  a cian's  ]and with  their tribal history. And,

importantly, land usage  rights are distinct from ownership.

     The'Anokelo  people use  the land in a  great variety  of  ways.  They  engage  in

shifting  cultivation  as  their main  subsistence  activity, planting various  plants outside

the area  of  their gardens, and  collecting  wild  plants. They  also  engage  in commodity

production of  crops  such  as  coconuts  and  cacao.  The  semi-domestication  or  semi-

cultivation  of  plants such  as  sago  palm and  bamboo  also  plays a great role.

     This collective  usufiruct  of  the land is now  getting unstable,  although  it still

exists.  The  owner  wants  to charge  the people for the trees they  use  to build houses.

Some  families want  to buy patches of  the land.

      The  collective  usufruct  is not  powerfu1 but remains  crucial  to the people's
livelihood.

lk eyveords and  phrases: land ownership,  collective  usutuc4  mixed  use  of
     environmenC  semi-cultivation,  Metanesia
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